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研究成果の概要（和文）： アルバート湖岸地域の人びとの移動は、マクロな社会的経済的背景

（植民地支配、コンゴ動乱、内戦、民族間葛藤）によって生じる。人びとは、ラジオ、口伝え、

最近では携帯電話により親族や同民族集団のネットワークを維持している。移動民が主となる

コミュニティでは、漁労組織の会合などの異民族が出会う場において暫定的な共同性が萌芽し

ている。日常生活世界における共同性を映像として制作・上映し、本研究の成果の共有を図っ

た。 
 
研究成果の概要（英文）： The people in Runga are transforming their life-worlds under 
the political hegemony of the Bagungu. The path of migration was chosen historically and 
economically by the Alur. But there are some occasions of cooperation in everyday life 
through the contacts of people, as at the BMU meeting. Runga can be considered a 
micro-cosmos of the intersectoral space where people retain and are converting life-world 
through contacts with other people. In this context, I will present the people’s micro-level 
strategies to construct their life-world while they have been affected by heterogeneity and 
diversity of language, economic activity, and social backgrounds. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,000,000 0 1,000,000 

2007 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

2008 年度 800,000 240,000 1,040,000 

2009 年度 800,000 240,000 1,040,000 

  年度  

総 計 3,600,000 780,000 4,380,000 
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１．研究開始当初の背景 
(1)多民族混住地域 
 本地域は、かつてニョロ王国の繁栄した地
であり、現在もなおマジョリティはニョロ人

である。しかし農耕不良による西ナイル地域
からの移民、政治的動乱によるコンゴ国から
の難民によって、1990 年代以降、アルル人の
移民が急激に増大した。そして 2000 年頃よ
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りナイル・パーチを求めてビクトリア湖から
漁師や買い付け業者が殺到するようになっ
てきた。こうした人びとの多くはガンダ人で
あり、多言語が日常的に使用される生活世界
が形成されている。 
 
(2)水産資源の枯渇と保護政策 
 2003 年、漁獲資源はウガンダにおいてコー
ヒーをしのぐ輸出額を記録し、外貨獲得の重
要な手段となった。この地域にも、大勢の漁
師が創業し始めた結果、ナイル・パーチの漁
獲量は減少した。またウガンダ政府は、漁獲
資源の保護のために漁業政策を変換させ、漁
村ではかつての自給自足的な漁業を継続す
ることが困難になってきた。 
 
(3)漁村の生活世界の変容 
 湖岸管理の方法をめぐって、農村と漁村の
対立、網主と網子の対立、地方政治システム
と漁労組織の対立、そして新たに地域住民と
漁業省・環境省の対立という図式が生じてい
る。そしてその背後には地域の最大民族集団
であるニョロ人と他民族との経済的落差や
文化的な葛藤が横たわっている。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、人、もの、情報の移動が日常化
し、価値の多様化と同時に一元化が進行する
現代社会において、マクロな社会変動に対応
する人びとの生活世界を社会学的に調査研
究することを企画したものである。 
 具体的には東アフリカのウガンダ共和国
のアルバート湖岸地域における社会変容と
日常生活を営むうえでのローカルな生の技
法をフィールドワークをとおして読み解く
ことを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 湖岸地域に散在するコミュニティのフィ
ールドワークを実施し、移動する人びとのラ
イフ・ヒストリーの聞き取り調査を収集する
ことで、移動の詳細な実態、移動の主体を結
節するネットワークとコミュニケーション
の実態を把握することを試みた。フィールド
ワークは、以下、３つ課題に焦点を絞って実
施した。 
 
(1)ネットワークの資料収集および分析 
 アルバート湖岸地域における社会組織の
概要の把握を試みるための文献資料を収集
し分析を行った。また親族間および同民族間
のネットワークを基盤とした具体的な活動
についてはフィールドワークをとおして情
報収集を行った。人々は親族や同民族間で携
帯電話とラジオを通して情報を交換し、湖岸
－出身地域－都市部を常態的に移動してい
ることが明らかとなった。 

 
(2)メディア環境の資料収集および分析 
 ウガンダ国内の人びとのメディア利用の
実態について資料収集を行った。村落地域で
は、携帯電話の公衆電話化が過去 3年の間に
進行し、遠隔地の親族とのコミュニケーショ
ンのために頻繁に利用されるようになった。  
アルバート湖岸地域においては都市部とは
異なる携帯電話会社が進出しているため、都
市部と湖岸地域を移動する人々は携帯電話
を 2台所有する傾向にある。こうした実態に
ついては、マケレレ大学情報学部における先
行研究の調査を実施した。 
 従来、親族情報を伝達するのに使われてき
たラジオは携帯電話にその機能を譲り、より
一般化された情報を流す傾向がみられるよ
うになった。ネビ県に情報発信をしているラ
ジオ局で聞き取り調査を行い、情報発信と伝
達の実態を明らかにした。 
 
(3)生活史・出身コミュニティの調査 
 フィールドワークをアルバート湖岸のホ
イマ県、ブリッサ県、ネビ県の漁村コミュニ
ティで継続的に実施し、そこにおける異民族
が混住することに関係する問題点を明らか
にした。各コミュニティにおいて問題解決手
段は多様であり、共同生活の知恵を生み出す
村もあれば、異民族の排除が巧妙に行われて
いる村もある。また、移動民の出身母村を現
地スタッフとともに訪問し、その生活状況に
ついて調査を行った。 
 
 
４．研究成果 
 
 全体の研究成果として、以下の４つがあげ
られる。とりわけ(3)のメゾレベルのアプロ
ーチの有効性、(4)生活世界の映像記録化は、
社会調査の方法論および生活世界における
共同体研究において重要な意義をもつと考
える。 
 
表 1 ルンガ・ンベグ地区の民族集団 
民族名 f m total 
Alur 123 102 225 
Mugungu 4 14 18 
Munyoro 0 3 3 
Muganda 0 1 1 
Mugisu 1 0 1 
Muhem 0 1 1 
Musoga 0 1 1 
Ukebu 0 1 1 
English 0 1 1 
unknown 2 1 3 
total 130 125 255 
   2009 年の聞き取り調査より田原作成 
 



(1)人びとの移動先の選択や漁労活動および
経済活動に大きく関与しているのは、親族や
同民族集団のあいだで機能しているネット
ワークである。ルンガのンベグ地区における
民族集団の構成は表１のとおりである。また、
これらの人びとの年代構成は、表２のとおり
であり、20歳代を主流として、30 歳代 10 歳
代の人びとが多く住んでいる。 
 人びとは同郷の人たちや親族たちとのコ
ミュニケーションを図るために、ラジオによ
る近況の通信交流や近隣者から近隣者への
口伝え、最近では携帯電話の使用によって維
持していることが明らかになった。 
 
表 2ルンガの人びとの年代構成 
 

  f m total 
1930's 0 2 2 
1940's 0 4 4 
1950's 9 8 17 
1960's 18 33 51 
1970's 35 33 68 
1980's 43 32 75 
1990's 15 5 20 
unknown 10 8 18 
total 130 125 255 
 
2009 年の聞き取り調査より田原作成 
 
(2)人びとの移動は、マクロな社会的経済的
背景（1950 年代の植民地下におけるプランテ
ーション労働、1962～3 年代のコンゴ動乱、
1985～6 年のムセベニ内戦、2002～5 年のニ
ョロ人キャンペーン）によって引き起こされ
ていることを明らかにした。 
 
グラフ１人びとがルンガに移動してきた年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  2009 年の聞き取り調査より田原作成 
 

 グラフ１はルンガに人びとが移動した年
代を現したものである。1990 年代は、男性が
主に漁のための出稼ぎに来るケースが多か
ったが、2000 年以降は、女性が漁にかかわる
日雇い仕事を求めて来るケースが増えてき
ている。 
 
(3)移動民とコミュニティの関係を、生業で
ある漁労活動を管轄する湖岸管理単位（ＢＭ
Ｕ）の組織における問題を通して把握するこ
とを試みた。たとえばＢＭＵ会議において、
ニョロ語、アルル語、ガンダ語が互いに通訳
されながら、議事の進行がはかられる。この
ような異民族が出会わざるを得ない場、つま
り漁村や漁労にかかわる日常生活世界にお
いて、対面的な権威と権力によって組織化さ
れ、制度化された場――研究代表者は、これ
をメゾレベルの場と呼んでいる――におい
て、暫定的な共同性の萌芽を発見することが
できた。 
 
(4)これまでの調査期間を通して収集してき
た映像資料を編集し、短い映像資料を制作し、
2010年2月にウガンダの漁村で上映会を行っ
た。被調査者に対して本調査の成果を説明・
提示し、それに対するフィードバックを得る
ことで、本研究をより相互作用的なものとす
ることができた。 
 
(5)各年度の研究成果を簡略にまとめる。 
①2006 年度 
 ウガンダ政府情報省のコミュニケーショ
ン改善改革案によって、携帯電話の公衆電話
化が進み、遠隔地の親族ネットワーク維持が
従来のラジオから携帯電話へと移行しつつ
ある状況が確認された。しかし携帯電話の公
衆電話化はコミュニケーションを安価に容
易にしたと同時に、それを持たないもの利用
できないものとの格差を広げつつあった。 
 一方、同地域は従来を上回る社会的経済的
変容が生じていた。ナイル・パーチの世界市
場の価格高騰により、インド系の大規模加工
工場が建設され、操業を開始した。これによ
り 500人以上の漁業者と労働者が雇用され潤
沢な資本による大規模漁業が推進されてい
る。またアルバート湖岸に石油が発見された
ことからオーストラリアの採掘業者がホイ
マへ来ることで、ホテル、商店を始めホイマ
の商業施設は活気づき、インターネットカフ
ェをはじめとするメディア環境が急速に改
善された。こうした社会的経済的変化にもか
かわらず、日常の糧を得るための零細漁業を
行い湖岸地域に暮らす漁民、旱魃や土地の貧
困により西ナイル地域から流入してくる移
民の生活にほとんど変化は見られないこと
が明らかになった。 
 



②2007 年度 
 アルバート湖岸の漁村では 2004 年より水
産 資 源 局 [Department of Fisheries 
Resources]の主導によって湖岸管理単位
[Beach Management Unit]が各湖岸に順次導
入された。研究代表者は現地の研究支援者と
ともにブリッサ県の 6湖岸、ホイマ県の 9湖
岸、ネビ県の 2湖岸における湖岸管理単位の
導入と運用の状況について、スタッフと漁労
に携わる人びとの聞き取り調査を行った。各
湖岸によって、BMU と地方行政 LC1 の関係、
BMU と水産資源省担当役人 DFO の関係、BMU
と湖岸監視を行う海軍との関係、BMU と漁業
関係者の関係は多様である。各 BMU に共通す
る問題は違法な漁網の対処方法であった。違
法な漁具をめぐって漁労者に対して BMUは懲
罰機関でもあり、海軍や警察の監視員を懐柔
する仲介組織ともなっていた。また BMU の民
族構成比率は、地域コミュニティの比率を反
映したところもあれば、地域の支配コミュニ
ティの意向によって支配民族によって占め
られているところもあった。外来者包摂度合
いの差異については、今後の課題である。 
 2003 年にこの地域で「再」発見された石油
が各湖岸にどのような影響を及ぼしている
のか、漁村社会をどのように変容させるのか
について、漁村のフィールドワークに加えて
地域行政官、水産資源省、アルバート湖にか
かわる NGO 団体に聞き取り調査を行った。そ
の結果、湖岸管理単位は画一的な基準で導入
されたが、各湖岸の状況にあわせて多様に運
用されていること、石油が各湖岸のコミュニ
ティに生活の格差をもたらし始めているこ
とが明らかになった。     
 
③2008 年度 
 各湖岸において、違法な漁法を取り締まる
行政側と漁労者側の対立は、新規に導入され
た行政制度「湖岸管理単位」の運用をめぐっ
てより先鋭化している。そして湖岸管理単位
の運用実態が水産資源の多寡とともに、湖岸
における人びとの移動を促進していること
が明らかとなった。 
 移動先の決定は、携帯電話による直接的な
情報収集、ラジオによる間接的な地域情報の
収集により実施される。かつて親族情報の供
給源であったラジオは、携帯電話にその地位
を譲り、メディアコンテンツの一般化が進ん
だ。ネットワークは親族や同民族間だけで構
築されるだけでなく、同じ漁村で生活経験を
共有した者たちの間に広がる事例も観察さ
れた。 
 比較研究のためにエドワード湖とジョー
ジ湖の湖岸でも調査を実施した。ここにもア
ルバート湖と同じ行政制度が導入されてい
るが、その運用実態は異なり、とりわけ、漁
労者と漁労組合間の相互扶助および漁労組

合と地域行政間の協同活動が顕著に見られ
た。漁労組織の基盤となる共同体の差異――
民族構成や歴史的背景――が、このような漁
労活動にも違いをもたらしたと推測できる。
共同体への正統的参加と周辺的参加の実態
とそれを生み出す要因について、継続的な研
究の必要性が明らかになった。 
 
 
④2009 年度 
 4 月～8 月の 5 ヶ月間、湖岸の漁村におい
て参与観察とインタビュー調査を実施した。
アルル人が集住するンベグ地区の全戸（120
軒）を訪問し、移動時期、移動動機、移動に
際しての情報収集手段、移動に際して有益な
情報、移動先の知人・親族との関係、魚の行
商等などによる日常的な移動の範囲、親族と
のコミュニケーション手段、同じ民族集団ネ
ットワークへの参与状況を聞き取ることが
できた。 
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